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要 約
米国経済は，このところ減速しているが，９１年をボトムとして既に約１０年にわたって景

気拡大を続けている。９０年代以降の景気拡大局面で特徴的な点は，実質 GDPを労働投入

量で割ることによって求められる労働生産性が，景気拡大が長期化する中にあっても，伸

び率を高め続けている点である。非農業部門の労働生産性上昇率は，８０年から９５年までの

平均＋１．４％から，９６年以降は＋２．８％と１．４％ポイント程高まっている。本稿では，９０年

代後半以降における米国の生産性上昇の要因として，IT化の進展がどのように寄与して

いるかについて，様々な角度から分析する。

IT化の進展がマクロの労働生産性を押し上げるルートは一般的に，①IT産業自体の効

率性（全要素生産性＜TFP＞）上昇，②ITストックの蓄積に伴う労働の資本装備率上昇

（Capital Deepening），③ITストックの蓄積がその他の資本ストックや労働力にもたらす

シナジー効果（ITユーザーの TFP上昇）に分解できる。

IT産業の効率性については，コンピュータや半導体などの IT産業の生産性上昇はこの

ところ顕著で，９８年以降のコンピュータ産業の生産性上昇率は前年比＋６０％以上に達して

いる。ITストックの蓄積については，ITストックが全資本ストックに占めるウェイトが

９９年に１４％に達するなど，最近急速に IT資本の深化が進んでいる。成長会計分析のフ

レームワークに基づき，ITストックの蓄積が労働生産性上昇を押し上げる定量的な効果

を算出すると，９０年代後半には，９０年代前半ないしそれ以前の長期トレンドと比較して，

＋０．５％程度その効果が高まっていることが実証されている。最近の研究成果では，こう

した①IT産業の効率性上昇，②ITストックの蓄積による資本装備率上昇を合わせて，生

産性上昇率の高まりのうち，５～７割程度が説明されるとの結果が得られている。

さらに，業種別の TFPと ITストック比率（ITストック／全資本ストック）との間の相

関関係は高いことから，③ITストックのシナジー効果の寄与も小さくないとみられ，こ

れも合わせた IT全体の生産性上昇への寄与はかなり大きなものと推察される。このシナ

ジー効果も含めた ITが生産性上昇に与える全体的な効果をラフに試算するために，労働

生産性上昇率を，一般資本ストック（IT以外の資本ストック）の装備率，ITストックの

一般資本ストックに対する比率，設備稼働率で説明する関数推計を行なった。その結

果，９０年代後半の労働生産性上昇率のうち，９割程度が ITストックの一般資本ストック

に対する比率の高まり（資本の IT化）によって説明されるという結果が得られた（ま

た，９０年代前半と後半を比較してみると，資本の IT化が生産性上昇率を＋１．３％程度高め

ているとの結果）。
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Ⅰ．はじめに

米国経済は，このところ減速しているが，９１

年をボトムとして既に約１０年にわたって景気拡

大を続けている。９０年代以降の景気拡大局面で

とりわけ特徴的な点は，実質 GDPを労働投入

量で割ることに求められる労働生産性が，景気

拡大が長期化する中にあっても，伸び率を高め

続けている点である。労働生産性は，通常景気

回復の初期段階で高い伸びを示すが，その後は

徐々に伸び率が鈍化する。これは，景気回復の

初期局面では，企業内で十分活用されていな

かった設備ストックや雇用が稼働するようにな

るためである。しかし，その後は，労働や設備

の稼働率が高まるにつれて労働生産性上昇率は

鈍化していく。ところが，今回の景気拡大局面

では，景気がボトムを打ってから５年程経過し

た９６年以降になって初めて労働生産性上昇率の

高まりが顕著にみられるようになるなど，従来

とはかなり異なる展開となっている。

こうした生産性の持続的な上昇を踏まえて，

最近エコノミスト等の間では，IT化の進展が

生産性を構造的に押し上げているとの見方が大

勢となっている。ITと労働生産性との関連性

についての議論を振り返ると，９０年代央までは，

企業の IT投資が拡大しているにもかかわらず，

統計上目立った生産性の改善がみられなかった

ことから，「情報化パラドックス」として捉え，

その背景を巡って様々な議論が展開されてきた。

しかし，９０年代後半以降の生産性上昇を踏まえ

て，最近では，パラドックスは既に解消したと

の見方が多くなっている。FRBのグリーンス

パン議長も，テクノロジーの進歩が IT投資の

活発化を通じて生産性向上をもたらしている可

能性について，９７年時点で「１００年に１回か２

回の現象の一部が生じているかもしれない（９７

年７月の議会証言）」と述べている。また，最

近でも「近年の生産性上昇のほとんどが構造的

なものであり，それが引き続き加速していると

いう判断を崩すような証左はこれまでのところ

次に，米国同様，他の先進国においても，ITの生産性押し上げ効果が観察されるかど

うか点検したところ，①スウェーデンやフィンランドなど北欧諸国では米国以上に IT産

業が拡大し，経済全体の生産性上昇を牽引している，②英国，カナダ，オーストラリアな

どの英語圏諸国では，ITストックの蓄積が進むと同時に，ITのシナジー効果がみられ，

経済全体の TFP上昇率が大きく高まっている，③イタリア，スペイン，フランスなど欧

州大陸国では，ITストックの蓄積が遅れ，シナジー効果も検出できない，④ITストック

の蓄積が進み，TFP上昇も大きい国では，共通して財・労働市場の規制が緩い，という特

徴が見出せる。米国は，IT産業のプレゼンス，ITストックの蓄積，シナジー効果のいず

れの観点でも，世界のほぼ先端に位置しており，米国の相対的に高い生産性上昇が ITに

よってもたらされている可能性は，こうした国際比較の観点からも裏付けられる。

米国の経験から得られる，わが国に対するインプリケーションは，①IT産業の拡大だ

けでマクロ経済全体の成長を押し上げ続けるには限界があり，ITのユーザー・サイドへ

の広がりが重要であること，②犠牲を払ってでも ITを取り入れようとする競争的インセ

ンティブがないと，シナジー効果を生み，経済成長に貢献するような IT化は進まない，

という点であろう。IT革命の成果を十分享受するためには，規制を徹底的に排し，競争

促進的な環境を作ることが必要と考えられる。
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ほとんどない（２０００年７月の議会証言）」と述

べるなど，生産性の構造的な変化に対して自信

を深めている様子が窺える１）。

本稿では，９０年代後半以降における米国の生

産性上昇の要因として，IT化の進展がどのよ

うに寄与しているかについて，様々な角度から

分析する。まず，Ⅱでは，米国の労働生産性の

動向について概観したあと，オーソドックスな

成長会計に基づき，GDPを供給面から分解す

ることにより，労働生産性上昇の高まりの背景

を探る。Ⅲでは，ITが生産性上昇をもたらす

ルートを特定化する。Ⅳでは，Ⅲで検討した切

り口に基づいて，ITの生産性押し上げに関す

る定量的な効果について，最近の研究事例も参

考にしつつ，より詳細な分析を行う。Ⅴでは，

米国における「情報化パラドックス」の議論を

振り返る。Ⅵでは，他の先進国においても同様

に ITの生産性上昇効果が観察されるかどうか

を検証し，米国において最近になって生産性上

昇率の高まりがみられるようになった背景につ

いて，国際比較の観点から検討する。Ⅶでは，

本稿の分析で明らかになった点を整理するとと

もに，わが国に対するインプリケーションを指

摘する。

Ⅱ．米国における労働生産性の動向とその背景

Ⅱ－１．労働生産性の動向

まず，米国労働省のデータを用いて，米国の

労働生産性の動向を振り返ってみることにしよ

う。８０年代以降の非農業部門の労働生産性をみ

ると（図１），年によってバラツキはある

が，９０年代央までは平均すると低い伸びにとど

まっていた。すなわち，８０年から９５年までの平

均上昇率は，前年比＋１．４％程度となっている。

こうした状況について，経済学者の間では，IT

投資の増加にもかかわらずマクロ経済全体の生

産性が期待したほどには上昇していないという

「情報化パラドックス」として捉え，その背景

を巡って多くの議論が行なわれてきた（詳細は

後述）。しかし，９６年以降になると生産性上昇

率は顕著に高まり始めた。９６年から２０００年まで

の平均伸び率は＋２．８％にまで加速している。

特に，２０００年入り後は上昇率が一段と高まる方

向にあり，年後半にやや減速しているものの，

年平均の上昇率は前年比＋４．３％にまで達して

いる。

非農業部門の労働生産性を製造業，非製造業

に分けてみると（図２）２），特に製造業での加速

が顕著である。製造業の生産性上昇率は，９０年

から９４年にかけては前年比＋３．１％であった

が，９５年から９９年にかけては＋４．６％と大きく

上昇している。非製造業についても，製造業と

比べて伸び率は低いが，８０年代以降の停滞局面

と比較して改善している。

一般的に労働生産性は，景気回復の初期段階

では企業内で十分活用されていなかった設備ス

トックや雇用の稼働率が上昇することから，高

い伸びを示すが，その後は新規雇用者数の増加

に伴い伸びが鈍化する。過去の局面をみても，

景気拡大が長期化するにつれて，労働生産性の

伸び率は鈍化した。しかし，今回の局面におい

ては，景気拡大が長期にわたっているにもかか

わらず，生産性上昇率がむしろ高まっていると

１）なお，グリーンスパン議長は，２０００年後半以降，景気が減速しつつある中にあっても，労働生産性につい
ては，引き続き堅調なペースで拡大しているとの認識を示している（半年次金融政策報告，２００１年２月）。

２）製造業は，労働省（U.S. Department of Labor）の公表ベース。非製造業については，非農業部門と製造業
の労働生産性伸び率格差から，雇用者数ウェイトを用いて逆算した。
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いう点で，従来とかなり異なる動きとなってい

る。

なお，米国の労働生産性統計は，９９年１０月に

公表された GDP統計のベンチマーク改訂に伴

い，５９年から遡及改訂された。先般の GDP統

計の改訂では，企業が購入または自社開発する

ソフトウェアの支出について，従来の中間投入

処理から，設備投資として付加価値計上される

ことになった３）。このため，ソフトウェアの支

出が急速に増加した９０年代を中心に，実質

GDP成長率が上方修正されるとともに，労働

生産性も上方修正され，生産性の伸びがこれま

で計測されていた以上に高まっていることが判

明した。また，この点は，業種別にみた労働生

産性の改訂状況を確認することによっても明ら

かになる４）。９５年～９７年にかけての労働生産性

上昇率を改訂前と改訂後で比較してみると，ソ

フトウェア投資を大きく伸ばしているとみられ

る卸売，金融等で大幅に上方修正されている

（図３）。これまで，金融やサービス業など非

３）GDP統計の改訂については，U.S. Department of Commerce（１９９９）を参照。

図１ 米国の労働生産性（非農業部門）

図２ 製造業・非製造業別労働生産性

（注） 製造業は公表ベース。非製造業は，非農業部門のデータと製造業
のデータから求めた。
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製造業における労働生産性については，統計上

十分に捉え切れていないとの批判も多かったが，

今次統計の改訂により，統計の不備は少なから

ず改善したと考えられる。

しかし，こうした統計上の変更による押し上

げ効果を考慮に入れても，９０年代後半の労働生

産性の上昇は顕著である。したがって，こうし

た背景は，単に統計上の問題ではなく，何か構

造的な要因が寄与していると考えられる。

Ⅱ－２．労働生産性上昇の背景：供給面からみ

た要因分解

労働生産性上昇の背景について探るために，

以下では，オーソドックスな成長会計のフレー

ムワークに基づいて，マクロ的に労働生産性の

上昇をもたらすとみられる諸要因について検証

する。すなわち，（イ）資本／労働比率の変化

（資本装備率の上昇），（ロ）景気循環（稼働率

上昇による平均費用の低減），（ハ）技術革新

（全要素生産性＜Total Factor Productivity，以

下 TFPと略称＞の上昇）に分けて分析を行う。

Ⅱ－２－１．資本装備率の動向

まず，資本装備率（実質資本ストック／雇用

者数）について製造業，非製造業別にみると

（図４），製造業では，積極的な設備投資や雇

用削減の継続などから，上方トレンドがみられ

ている。一方，非製造業については，サービス

業など労働集約的な業種の比率が高まっている

こともあり，８０年代以降ほぼ横ばい圏内で推移

している。

資本装備率の格差が拡大していることは，製

造業の労働生産性の伸びが非製造業を上回り続

けている一つの背景であるが，製造業では，

（非製造業の雇用にカウントされる）派遣人材

を積極的に活用していることから，労働生産性

は実態より高めになっているとみられる５）。こ

の点を考慮に入れると，製造業・非製造業の格

差は縮小する。

しかし，非製造業はもとより，製造業につい

ても，資本装備率がトレンドを離れて上昇し続

４）業種別の GDP統計は，業種別のグロス生産から中間投入を差し引くことにより求められる。統計の改訂
により，企業のソフトウェア購入額が中間投入から資産計上された結果，中間投入の減少分だけ，GDPが押
し上げられたほか，ソフトウェアを内生している企業にとっては，その分，グロス生産額が拡大する。した
がって，ソフトウェアを購入，内生している額の大きい業種では，GDPの改訂幅も大きい。

５）製造業が人材派遣を利用した場合，付加価値生産は製造業に計上される一方，労働投入は非製造業に分類
される人材派遣業に計上されることによる。

図３ 業種別の労働生産性改訂状況
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けている訳ではなく，トレンドを上回る高い伸

びを示しているのは，ここ１～２年に過ぎない。

このため，資本装備率の上昇は，労働生産性上

昇率を一部高めている要因とは考えられるが，

この要因だけが最近の労働生産性上昇率の高ま

りの背景とは考え難い。

Ⅱ－２－２．景気循環要因および技術革新要因

次に，（ロ）景気循環と（ハ）技術革新の影響度

合いを調べるために，GDP成長率を，①資本

ストック，②労働力人口，③景気循環要因（資

本や労働の稼働率），④残差としての全要素生

産性６）＜TFP＞要因に分解した。

生産関数を特定化して７）計量分析を行なった

結果，９５年以降の GDP成長率の高まりには，

TFP要因が大きく寄与していることが判明した

（図５）。すなわち，９５年から９９年にかけての

実質 GDP成長率は平均＋３．８％の上昇となった

が，このうち TFPの寄与率は約５割（寄与度

は＋１．９％）となっている。この間，景気循環

要因として設備や労働の稼働率上昇による押し

上げ効果をみると，失業率が低下傾向を辿る一

方，設備稼働率が比較的安定していることから，

両者を一体として捉えた実質 GDP成長率への

寄与度は＋０．１％と限定的である８）。もとより，

一次同次の生産関数を仮定したために，景気が

拡大する局面でみられる収穫逓増の動きを捉え

られない（結果的に景気循環要因の一部を TFP

として捉えてしまう）問題が排除できない９）。

また，資本ストックについても，ITストック

６）経済成長は，生産要素投入量の増加と，技術革新によってもたらされると考えられるが，技術革新につい
ては直接観測できないため，実質 GDP成長率から，資本や労働など生産要素投入の量的変化を控除した部
分（残差）を技術革新と見なすのが一般的である。ただし，「残差」の部分は，技術革新だけでなく，景気
循環やその他の独立的要因によっても変動し得るため，その解釈には注意を要する。

７）一次同次のコブ・ダグラス型生産関数を仮定した。
８）Gordon（１９９９）は，計量的手法を用いて，生産性上昇率をトレンド部分と景気循環部分に分解し，９５年第
４四半期から９９年第１四半期までの労働生産性上昇率＋２．１７％のうち，景気循環部分が＋０．３０％，トレンド
部分が＋１．８５％と推計している。

９）このほか，後述のように資本ストックや労働力の質が上昇している可能性があり，その部分も TFPの上昇
として捉えていることになる。なお，Fernald and Basu（１９９９）は，生産性が景気循環的な動きを示す背景と
して，①技術革新が景気循環にほぼ沿って変動すること，②不完全競争下での収穫逓増の存在，③稼働率の
景気循環的な変動等を指摘している。

図４ 製造業・非製造業別資本装備率

（注） 資本装備率＝資本ストック／雇用者数
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と非 ITストックでは限界生産性が異なると考

えられる（後述）ため，本来は両者を分離して

要因分解をする必要もあろう。しかし，TFP要

因が過去３０年間に窺われない程高まり続けてい

ることは，技術革新により GDP成長率が高

まっていることを強く示唆している。

このほか，労働省の「Multifactor Productivity

（全要素生産性）統計」も，最近の TFP上昇

を示している。同統計は GDPを労働投入量と

資本ストックで割ることにより全要素生産性を

算出１０）したものであり，これは生産関数を用い

て求められる TFP要因に景気循環要因を加え

たものにほぼ相当する。この統計における非農

業部門の TFPは，９５年～９８年には，９０年～９４

年と比較して上昇率が＋０．６％ポイント程度高

まっており，９０年代後半に TFPが加速してい

ることが確認される。

生産性上昇が技術革新に主導されている点は，

労働生産性と資本生産性を比較することによっ

てもある程度確認できる（図６）。すなわち，

労働生産性が上昇したとしても，一方で資本生

産性が低下していれば，単なる投入生産要素間

のシフトが生じているだけであり，技術革新と

捉えることはできない。実際に，７０年代から８０

年代初にかけては，労働生産性がやや上昇する

一方で，資本生産性が大きく低下した。しか

し，８０年代中盤以降は，労働生産性，資本生産

性がともに上昇しているほか，９０年代中盤から

は，労働生産性の上昇テンポが大きく高まる中

で，資本生産性も上昇傾向にある。前述のとお

り，この時期には資本装備率の大幅な上昇は窺

われていないので，最近の労働生産性上昇率の

高まりは，資本生産性の伸び率低下を犠牲にし

たものではなく，技術革新などを背景にした結

果である可能性が高い。

１０）労働，資本のウェイトは，総費用表示の GDP（GDPから間接税を引き，補助金を加えたもの）における
労働，資本それぞれの分配率で加重平均。

図５ 実質 GDP成長率の要因分解
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Ⅲ．ITの労働生産性押し上げルート

次に，こうした生産性上昇に対する ITの寄

与について考えてみたい。IT化の進展がマク

ロの労働生産性を押し上げるルートについては

様々なものが考えられるが，一般的には，①IT

産業自体の効率性（全要素生産性＜TFP＞）向

上，②IT資本ストックの蓄積による資本装備

率上昇（Capital Deepening）が挙げられる。こ

れらの２点は，ITが生産性に及ぼすミニマム

・インパクトと考えられ，いわば狭義の概念で

ある。後述のように最近の実証研究では，この

部分を定量化し，労働生産性上昇に対するイン

パクトを計測している。また，より広い概念と

しては，これらに加えて，③ITストックがそ

の他の資本ストックや労働力にもたらすシナ

ジー効果が考えられる。この部分は，ITやそ

れを利用したインターネットの広がりが，在庫

管理の効率性向上効果やネットワーク外部性を

持つという特徴を有することや，サーチコスト

の低下を通じてより効率的な取引を可能にする

という効果がある点で，ITストックに固有の

効果である１１）。Ⅱ－２でみたオーソドックスな

成長会計分析のフレームワークに則して考える

と，②については資本装備率の上昇，①と③は

TFPの上昇として把握されることになる。これ

ら３点についてやや詳しく述べると以下のとお

りである１２）。

１１）このように，ITストックの蓄積は，労働者一人当たりの資本ストックを上昇させる（Capital Deepening）
だけでなく，同時にシナジー効果をもたらすものであり，ITの労働生産性上昇効果を考える場合，両者を一
体として捉える必要があるとの見方もできる。しかし，ここでは一般的な成長会計の枠組みに従って，Capi-

tal Deepening効果と TFP上昇効果に分けて考えている。
１２）以下で述べる３点は，いずれも経済に与える供給面の効果である。しかし，IT化は IT関連の財・サービ
スに対する需要の増大が総需要を押し上げ，IT産業全体の規模が拡大するといった需要面の効果もあること
は言うまでもない。

図６ 労働生産性・資本生産性

（注） 労働生産性＝実質 GDP／就業者数，資本生産性＝実質 GDP／実質資本
ストックで算出。
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Ⅲ－１．IT産業の効率性上昇（IT生産者側の

寄与）

第１の点は，コンピュータや半導体など IT

産業自体の効率性上昇である。ITの生産性上

昇効果は，ITの生産者サイドにおける効果と

ユーザー・サイドにおける効果に分解して考え

ることも可能であるが，この部分は生産者サイ

ドにおける ITの効果と捉えることができる。

IT産業は，急速な技術革新の下で，産出価格

を下落させつつ，収益拡大を享受しているが，

これは極めて速い生産性上昇を達成しているこ

とに他ならない。こうした生産性の高い IT産

業が経済全体でのプレゼンスを高めれば高める

程，全体の生産性上昇に対してプラスの寄与を

することになる。

Ⅲ－２．ITストックの蓄積（Capital Deepen-

ing）

第２は，ITストックの蓄積による労働の資

本装備率上昇効果であり，これは ITのユー

ザー・サイドにおける効果である。すなわち，

Ⅱでみたように，スタンダードな成長会計分析

によれば，経済成長は労働や資本の投入量およ

び技術進歩に分解することができ，労働生産性

については，技術進歩と資本装備率（労働者一

人当たりの資本ストック）に分解可能である。

したがって，企業が IT投資を積極的に行い，

ITストックが蓄積する（資本装備率が上昇す

る）につれて，労働生産性が上昇することにな

る。

Ⅲ－３．ITストックのシナジー効果

第３は，ITストックの蓄積が，その他の資

本ストックや労働力に対して発揮するシナジー

効果であり，一般的にこの部分は ITユーザー

の TFP上昇という形で計測される。単に Capi-

tal Deepening効果だけでなく，シナジー効果も

あるという点で，ITストックは他の資本ス

トックにない特徴を有していると言える。具体

的に，ITストックがシナジー効果を発揮する

ルートを考えると以下のように整理できる。す

なわち，ITストックは，情報伝達の迅速化や

情報の共有化を通じて，人員管理や在庫管理費

用など間接コストを抑制する効果がある。また，

組織の効率化，意思決定の迅速化をもたらす。

組織の効率化を進める過程では，技能の高い労

働力を生み出す一方で，生産性のより低い労働

力を代替する効果も期待される。また，情報技

術を利用することにより，利益率の低い割高な

資本設備の取り替えにかかる時間が短縮化され

るほか，在庫管理の効率化により，設備稼働率

の変動が小さくなるため，既存の生産施設が有

効に活用できる（ピーク時対応だけのために生

産設備を余分に増設せずに済む）。加えて，上

記のようなメリットの獲得を目指して，ますま

す多くの企業が新技術を開発し導入していくこ

とによって，既存の財・サービスが一段と安い

価格やより高い品質で供給される。これらの企

業の財・サービスを資本や中間投入として使用

する企業にも効率性の向上が波及していくとい

う相乗効果もある１３）。さらに，Business to Busi-

ness（B to B）などのインターネットを利用し

た企業間電子商取引が進むと，ネットワーク外

部性を通じて，取引に参加している企業の効率

性が上昇する効果もある。

ITストックの増加が生産性上昇に寄与し得

る経路のうち，特に企業組織形態の変更やビジ

ネス・プロセスの変更を通じた効果は，TFP上

昇効果が大きいとして注目を集めている。例え

ば，U.S. Department of Labor（１９９６）は，情報

技術が発揮し得る効果として，組織の形態がよ

りフラット化する結果，一人一人の労働者の受

け持つ仕事が従来のような細分化されたものか

１３）最後の点は，井上（１９９８）を参照。なお，情報技術革新が経済全体に与える影響についての包括的な整理
については，日本銀行金融研究所（１９９７）を参照。
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ら統合されたものへ変化し，労働者の技能向上

に繋がる点を強調している。また，Doms,

Dunne, and Troske（１９９７）は，IT投資と労働者

の技能との間には，正の相関関係があることを

報告している。

Ⅳ．米国における ITの労働生産性上昇効果

以上の３つのルートを切り口として，米国に

おける ITの労働生産性上昇効果について，こ

れまでの実証分析等を基に定量的な検証を行う。

Ⅳ－１．IT産業の効率性向上

IT産業（コンピュータ業種，電子部品業種

で代表）の労働生産性１４）をみると（図７），９０

年代入り後急速に伸びを高め，とりわけ９８年以

降のコンピュータ産業の生産性上昇率は前年比

＋６０％以上に達している。

生産性の上昇は，IT関連業種が高収益を維

持しつつ，同業種の産出価格が低下している点

からも確認できる。コンピュータ業種を含む一

般機械業における収益と産出価格（デフレー

タ）を比較すると，８７年～９８年の１０年間で産出

価格は４割程度下落している一方で，収益は約

４倍にまで拡大している。

こうした生産性上昇は TFPの上昇によって

もたらされている点が特徴的である。Oliner

and Sichel（２０００）による IT産業における TFP

の推計結果をみると１５）（図８），TFP上昇率は

９０年代後半に大きく高まっており，特に半導体

業種において上昇率が顕著である（９６年～９９年

の平均前年比：コンピュータ＋１６．３％，半導体

＋４５．０％）。全産業の TFP上昇に対する寄与度

についても，９６年～９９年には，全体の TFP上

昇 率＋１．２５％の う ち，＋０．４７％（約４割）が

IT業種の貢献であると試算されている（な

お，９１年～９５年平均と比較した９６年～９９年の

TFP上昇率の高まりは＋０．７％ポイント，うち

IT産業の寄与は＋０．３％ポイント）。この間，

他の推計結果をみても，例えば Jorgenson and

Stiroh（２０００）は，９０年～９５年と比較して９６年

～９８年には，ITセクターが全体の TFP上昇率

を＋０．２％ポイント高めているとの推計結果を

得ているほか，CEA（２０００）でも，７３年～９５年

と９６年～９９年を比較したうえで，同じく９０年代

後半に IT産業は，それ以前の長期トレンドと

比較して＋０．２％ポイント TFP上昇率を高めて

いるとしている。

このように，IT産業の効率性向上は，９０年

代後半の労働生産性上昇率を０．２％～０．３％ポイ

ント高めたと推察される。

Ⅳ－２．IT資本の蓄積

米国における IT投資の推移をみると（図９），

年々伸び率を高めている状況にあり，９９年以降

は前年比＋２５％程度の伸びとなっている。この

結果，IT投資が設備投資全体に占める割合も

２０００年には４８％にまで達した。旺盛な IT投資

の結果として，ITストックについても，コン

ピュータやソフトウェアを中心に急速に蓄積が

進んでおり，９９年末には，ITストックが資本

ストックに占める割合は１４％弱となっている。

１４）ここでは簡便に，IT産業の生産指数／雇用者数で算出した。
１５）Oliner and Sichel（２０００）は，成長会計アプローチにより成長率の残差として TFPを計算し，業種別の所得
ウェイトを用いて IT業種の TFP寄与度を計算している。後述の Jorgenson and Stiroh（２０００）や CEA

（２０００）等における TFP計測方法も同様である。
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次に，ITストックの Deepening効果を定量的

に把握するために，ITストックをその他の資

本ストックから分離して，改めて労働生産性に

対する寄与度分解をみることにする。Oliner

and Sichel（２０００）は，以下の分解式をベース

に，ITストック（コンピュータ，ソフトウェ

ア，通信機器の合計）の寄与度を計算している

が，これによると，

Ẏ !L̇ %"!C K̇ C !L̇
! "$!SW K̇ SW !L̇

! "$!M K̇ M !L̇
! "$!o K̇ o !L̇

! "#$!L q̇$TḞP

（Y：実質 GDP，L：労働投入量，KC：コン

ピュータ・ストック，KSW：ソフトウェア・

ストック，KM：通信機器ストック，Ko：一般

資本ストック，q：労働力の質，α：所得ウ
ェイト）

ITストックの労働生産性上昇に対する寄与度

は，７４年～９０年の年率平均＋０．４５％ポイン

ト，９１年～９５年の同＋０．４８％ポイントと比較し

て９６年～９９年には＋０．９４％ポイントと＋０．５％

ポイント程度高まっている。このほか，Jorgen-

son and Stiroh（２０００），Whelan（２０００），CEA

（２０００）でも，ITストックの蓄積により，９０

図７ IT産業の労働生産性

（注） 生産指数を雇用者数で割ることにより算出。

図８ IT産業の TFP

（資料） Oliner and Sichel（２０００）

米国における ITの生産性上昇効果

－７４－



年代後半に＋０．５％程度生産性上昇率が高まっ

ていると計測しており，ITストックの Deepen-

ing効果だけで，９０年代後半の労働生産性上昇

率は，＋０．５％ポイント程度の押し上げがあっ

たとみられる。

以上，①IT業種（生産者）の TFP上昇，②

ITストックの蓄積（ITユーザーの資本装備率

上昇）といったルートにおける，ITの生産性

上昇効果を点検した。最近の研究成果では，こ

の両者の合計をもって（狭義の）ITの生産性

上昇効果としている例が多い。例えば，Oliner

and Sichel（２０００）では，９１～９５年と比較し

て，９６年～９９年には労働生産性上昇率が，約＋

１％ポイント高まっている（＋１．６％→＋

２．７％）が，このうち ITの寄与が①，②合わせ

てその約３分の２である（＋０．８％ポイント）

としている。その他の推計結果をみても，CEA

（２０００）では，９０年代後半における生産性上昇

率の高まり分（７３年～９５年の平均→９６年～９９年

の平均：＋１．５％ポイント）のうち，ITの寄与

はその約半分（＋０．７％ポイント）と計測して

いるほか，Jorgenson and Stiroh（２０００）は，９０

年～９５年平均と９６年～９８年平均を比較し，生産

性上昇率の変化に対する ITの寄与率は約５割，

Whelan（２０００）も，７４年～９５年 平 均 と９６年～

９６年平均を比較し，ITの寄与率が約７割と推

計している（最近の研究成果の一覧は表１）。

このように，推計方法や推計期間の違いによ

り若干の違いはあるが，総じてみれば，９０年代

後半にみられた労働生産性上昇率の高まりのう

ち，５割～７割程度は狭義の ITの寄与とみる

ことができ，狭義の部分だけを取り上げてみて

も，ITの生産性上昇効果はかなり大きなもの

と考えることができよう。

Ⅳ－３．ITユーザーのシナジー効果

前述のとおり ITユーザーのシナジー効果は，

ITストックの蓄積がその他の資本ストックや

労働力に及ぼすプラスの効果であり，この部分

は統計的に ITユーザー業種の TFP上昇に典型

的に現われることになる。したがって，IT

ユーザーの TFPが ITストックの蓄積とともに

上昇し，また，ITストックを蓄積している業

種ほど，TFP上昇率も高いことが確認できれば，

ITストックは，単に資本ストックとして生産

能力の拡大に貢献しているだけでなく，他の生

産要素にプラスの効果を与えることによって，

生産要素に分解できない TFPを高めていると

一応結論付けることができる。

この点を確認するために，まず，Oliner and

Sichel（２０００）に基づき，IT以外の業種におけ

る TFP上昇率をみると（図１０），９０年代後半に

おいては，それ以前と比較してかなり伸び率が

図９ 米国の IT投資
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高まっていることが分かる。すなわち，９１年～

９５年にかけての平均上昇率は＋０．３％であった

が，９６年～９９年には約２倍の＋０．６％にまで高

まっている。また，非 IT産業のマクロの労働

生産性上昇率に対する寄与度をみても，先に紹

介した Oliner and Sichel（２０００），Jorgenson and

Stiroh（２０００）ともに，＋０．６％～＋０．８％と計

測しており，これは９０年代前半における寄与度

の２倍以上に相当する。さらに，業種別に TFP

を計測し，９０年代前半（９０年～９４年）から後半

表１ 米国の労働生産性に関する実証結果
（％ポイント）

Jorgenson and

Stiroh

（２０００）

Oliner and

Sichel

（２０００）

Whelan

（２０００）
CEA

（２０００）
Gordon

（２０００）

比較期間 ９０－９５→
９６－９８

９０－９５→
９６－９９

７４－９５→
９６－９８

７３－９５→
９６－９９

７２－９５→
９６－９９

労働生産性上昇の加速 １．０ １．１ １．０ １．５ ０．８

資本蓄積 ０．５ ０．５ n.a. ０．５ ０．３

IT セ ク タ ー ０．３ ０．５ ０．５ ０．５ n.a.

そ の 他 セ ク タ ー ０．２ ０．０ n.a. ０．０ n.a.

労働力の質 －０．１ －０．１ n.a. ０．１ ０．１

TFP ０．６ ０．７ n.a. ０．９ ０．３

う ち IT セ ク タ ー ０．２ ０．３ ０．３ ０．２ ０．３

そ の 他 セ ク タ ー ０．４ ０．４ n.a. ０．７ ０．０

生産性加速に対する ITの寄
与度

０．５ ０．８ ０．７ ０．７ n.a.

同寄与率 約５割 約３分の２ 約７割 約５割 n.a.

（注） 伸び率の変化に対する寄与度

図１０ 非 IT業種の TFP

（資料） Oliner and Sichel（２０００）
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（９５年～９８年）にかけての伸び率の変化と IT

ストック／全資本ストック比率の変化を比較し

てみたところ（図１１），両者には正の相関関係

が窺われ，資本ストックに占める ITのウェイ

トが高まっている業種（耐久財製造業や小売，

金融など）では，同時に TFP上昇率の高まり

が観察される。

なお，業種別の分類の中で，サービス業の労

働生産性が，最近になって ITストックの蓄積

とともに高まっていることがとりわけ注目され

る。齋藤（２０００a）は，サービス業について，

資本ストック全体に占める ITストックの割合

と労働生産性上昇率を比較し，ビジネス・サー

ビスや映画，法律サービス等の業種では，IT

ストック比率の上昇と同時に，生産性上昇の高

まりを達成していることを示した。これまで，

サービス業については，付加価値計算が困難で

あることから，労働生産性が過小評価されてい

ると指摘されていることが多かった。しかし，

こうした中でも，サービス業の生産性上昇率が

改善しているという結果が得られていることは，

IT投資の労働生産性押し上げ効果が，サービ

ス業種にまで広く及びつつあることを示すもの

と言える。

こうした複数の点から判断すると，ITス

トックの蓄積は，TFP上昇というかたちで，実

際に生産性を押し上げていると考えられ，こう

したシナジー効果も含めた ITの広義の生産性

上昇効果はかなり大きなものと推察される。

なお，こうした ITストックのシナジー効果

の存在は，ITストックが他の資本ストックと

比較して限界生産性が高いことを意味する。こ

の点についても，いくつかの研究により実証的

に示されている。例えば，Brynjolfsson and Hitt

（１９９６）は，８７～９１年の間に，IT投資を 行

なった３８０社の企業データを用いて分析し，IT

ストックの収益率が＋８１％に達している（減価

償却等を除いたネットベースの収益率でも＋

６７．０％，一方，一般の資本ストックの収益率は

＋６．３％）との結果を得ている。また，篠崎

（１９９６）も，ITストックの限界生産性（ネッ

トベース）は＋４８．１％と一般の資本ストックの

限界生産性（＋１２．０％）を大きく上回っている

ことを試算している。このように，シナジー効

果を有し，限界生産性の相対的に高い ITス

トックが，生産資源の中でウェイトを高めてい

くことにより，生産性が上昇してきたとみるこ

ともできる。

図１１ TFP上昇率と資本の情報化比率との相関関係

（注１） 資本の情報化＝ITストック／資本ストック合計
（注２） TFPはコブ・ダグラス型生産関数を仮定して計算した。
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それでは，ITストックの蓄積は，Capital

Deepening効果とシナジー効果を合わせると，

どの程度労働生産性を押し上げていると考えれ

ばよいであろうか。この点をラフに確認するた

めに，労働生産性を，①一般資本ストックの装

備率（ITストック以外の資本ストック／労働

投入量），②ITストックの一般資本ストックに

対する比率（ITストック／一般資本ストック），

③設備稼働率で説明する関数推計を行なった

（図１２）。推計式は以下のとおりである。

Ln
Y

L

! "
＝（定数項）!!Ln

K1

L

! "!"Ln
K0

K1

# $!#Ln（τ）

（Y：実質 GDP,L：労働投入量，K１：一般

資本ストック，K０：IT ストック，τ：設備稼
働率。なお，推計期間は８０年から９９年）

こうした定式化は，生産要素として ITス

トックをその他の資本ストックから明示的に分

離し，ITストックが発揮するシナジー効果を，

ITストックの一般資本ストックに対する比率

の変化で捉えようとした試みと考えることがで

きる。この推計によると，９６年から９９年の４年

間で全産業１６）の労働生産性は年率平均＋２．８％

上昇しているが，このうち９割程度が ITス

トックの一般資本ストックに対する比率（「資

本の情報化」比率）が高まる現象によって説明

される。また，９０年代前半と後半を比較してみ

ると，「資本の情報化」要因が労働生産性上昇

率を＋１．３％高めていると推計された。

もとより，景気循環要因を「資本の情報化」

比率要因の一部として捉えてしまう可能性はな

お残っている。しかし，９０年代後半の労働生産

性上昇のうち，ほとんどが「資本の情報化」に

よるものとするこうした推計結果は，このとこ

ろの ITストックの加速的な増大が，資本ス

トックや労働力などの生産要素の質的向上やシ

１６）全産業ベースの労働生産性については公表統計がないため，実質 GDPを全産業の労働投入量で割ること
により求めた。

図１２ 労働生産性の関数推計（全産業）
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ナジー効果をもたらしつつ，労働生産性上昇テ

ンポの高まりに大きく寄与していること強く示

唆している。

Ⅴ．米国における「情報化パラドックス」の議論

上記分析結果は，IT投資の活発化が生産性

上昇率の高まりに寄与しているという仮説を支

持している。しかし，過去 IT投資と生産性と

の関連性を巡っては，経済学者の間で「生産性

パラドックス」ないし「情報化パラドックス」

として多くの議論が行なわれてきた。

米国では，６０年代に労働生産性の高成長を経

験してきたが，７０年代に入ると，第一次オイル

ショックを境に急速に伸び率が低下していった。

その後８０年代以降についても，労働生産性は幾

分改善しただけで，停滞基調からは脱し切れて

いなかった。この間，Nordhaus（１９７２）など，

生産性の停滞自体を指摘した論文もみられたが，

その後，この問題については，Baily and Gor-

don（１９８８）に代表されるように，IT投資の増

加にもかかわらずマクロ経済全体の生産性が期

待したほどには上昇していないという「情報化

パラドックス」として捉えられることが多く

なった。

こうしたパラドックスに対しては，主として

（１）非製造業の付加価値を十分に計測できていな

い（統計不備説），（２）ITストックの資本ストッ

ク全体に占めるウェイトがまだ小さい（資本蓄

積過小説），（３）IT投資が生産性上昇をもたらす

まではラグが長い（効果ラグ説）等の仮説が提

示されてきた。（１）の統計不備説については，

サービス業や金融業などの付加価値が正しく計

算されていないことや，ソフトウェア支出が設

備投資として計上されていないことなどが主に

問題視されてきた１７）。ただし，このうち，ソフ

トウェアの扱いについては，９９年１０月の GDP

統計改訂の際に，付加価値（設備投資）として

計上されるように変更されたほか，銀行部門に

ついても，ATM利用金額や決済金額など幅広

い指標を用いて産出額が計算されるようになる

など，統計作成側の対応が進みつつある。（２）の

資本蓄積過小説は，たとえコンピューターが高

い収益率をもたらすとしても，マクロ経済全体

に占める比率が小さいため，その効果は限定的

であるとする議論である。この点についての代

表的な分析である Oliner and Sichel（１９９４）

は，７０年から９２年にかけてコンピューターが実

質 GDP成長率に与えた寄与度は，年率＋

０．１６％に過ぎないと報告し，その理由として，

①コンピューターの全資本ストックに占める割

合は極めて小さい（９３年におけるコンピュー

ターの全資本ストックに占める割合はわずか

２％），②資本ストックをネットベースでみた

場合，コンピューターは償却期間が短いため，

純増分はさほど大きくないことなどを指摘した。

（３）の効果ラグ説については，企業がコンピュー

ター等の情報技術を導入しても，同時にビジネ

ス・プロセスの変更や新技術に適応した人材・

ノウハウ育成などを伴わない限り，その効果が

発揮されにくいという事例が該当する。しかも，

こうした調整にはコストがかかることから１８），

コンピューター技術の普及そのものが遅れるほ

か，生産性押し上げ効果の発揮には時間がかか

１７）統計不備説については，前述の Nordhaus（１９７２），Baily and Gordon（１９８８），Griliches（１９９４），Slifman

and Corrado（１９９６）のほか，Advisory Commission to Study the Consumer Price Index（１９９６），Kozicki（１９９７），
Nardhaus（１９９７）など。

１８）新技術の導入やその波及にかかる調整コストについての整理は，井上（１９９８）。
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るというものである。この点に関して，David

（１９９０）は，第二次産業革命時の一大技術革新

であった電力技術を例に取り上げ，電力技術が

登場してから，普及が過半数に達し，かつ，生

産性向上に寄与し始めるまでには，３０年程度か

かったことを紹介した。

また，労働生産性の上昇が実際に統計上確認

されてきた後でも，生産性と IT関連投資との

関連性について，引き続き懐疑的な論者もみら

れ た。Gordon（１９９９）は，製 造 業 を コ ン

ピューター業種とそれ以外の業種に分け，１９９５

年第７四半期から１９９９年第１四半期にかけて，

コンピューター業種は極めて高い生産性上昇を

達成しているが，それ以外の業種では大きな改

善はみられていない点を指摘している。また，

U.S. Department of Commerce（１９９９b）も，全

業種をサービス業種と財業種に分け，さらにそ

れぞれを労働者一人当たりの情報化関連ストッ

クの割合が相対的に高い業種（IT user）と割合

の低い業種（non-IT user）に分類すると，財業

種については IT userの方が non-IT userよりも

高い生産性の伸びがみられるが，サービス業種

についてはむしろ non-IT userの伸び率が高い

としている。

しかし，２０００年に入ると，それまでとは一転

して，ITの生産性上昇効果について肯定的な

結論を示す分析が相次いでいる。本文中でも取

り上げた Oliner and Sichel（２０００）は，Oliner

and Sichel（１９９４）と同様のアプローチを用い

て，９０年代後半における生産性上昇率の高まり

のうち，約３分の２は ITの寄与であるとし，

ITの生産性押し上げ効果はかなり大きいとの

結論に達している。このほか，Jorgenson and

Stiroh（２０００）やWhelan（２０００），CEA（２０００）

も，最近の生産性上昇率の高まりのうち，５～

７割は ITの効果としており，Oliner and Sichel

（２０００）の分析を裏付けている。

もとより，労働生産性は景気循環的な部分が

大きく，現在の景気拡大局面が終わらない限り，

生産性上昇のうち構造的な部分だけを取り出す

ことは不可能であるとの意見も根強い。しかし，

上記のように，最近になって ITが生産性上昇

率を構造的に押上げているとの分析が相次いで

いることや，FRBのグリーンスパン議長も，

ITの効果を繰り返し強調するようになってい

ることから，現時点では，パラドックスが解消

したとの見方が主流になっている。

Ⅵ．他国における ITの状況と生産性への寄与

以上，米国における ITの労働生産性押し上

げ効果について概観した。本章では，他の先進

国において，米国同様 ITの労働生産性押し上

げ効果がみられるかどうか検証する。また，米

国と他国で IT化の進展や，その生産性への波

及について格差が生じている背景についても検

討を行う。なお，分析のフレームワークについ

ては，Ⅲで検討したように，①IT産業の効率

性向上，②ITストックの蓄積（Capital Deepen-

ing），③ITストックのシナジー効果に分けて考

える１９）。

Ⅵ－１．IT産業の効率性向上

IT産業の効率性向上が生産性上昇に与える

定量的なインパクトを計測するためには，米国

の例でみたように，各国の IT産業の生産性

（TFP）を計測し，IT産業の経済全体に占める

ウェイトを掛け合わせる作業が必要となる。し

かし，IT産業の生産性や TFPに関する国際比

１９）なお，本章での記述の多くは，齋藤（２０００b）に負っている。
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較可能なデータが不十分なため，ここでは IT

産業が経済全体に占めるウェイトやその変化に

焦点を当てて，国際比較を行った２０）。

まず，国別の IT産業の対名目 GDP比率（付

加価値ベース）をみると（図１３－１），米国，

日本および北欧諸国（スウェーデン，フィンラ

ンド），アイルランド等で IT産業のプレゼンス

が高いことが分かる。すなわち，Credit Suisse

First Boston Securities（２０００）の推計では，９８

年の IT産業の対 GDP比率は，アイルランドで

７％強となっているほか，米国，日本で６％強，

スウェーデン，フィンランドでも５％を超える

２０）すなわち，IT産業が他の業種よりも生産性が高いと仮定した上で，IT産業の経済に占めるウェイトが大き
いほど，また，ウェイトがより高まっている国ほど，経済全体の生産性上昇に対する IT産業の効率性向上の
寄与が大きいと判断している。

図１３－１ 名目 GDPに占める IT産業のウェイト

（注１） 空欄は n.a.
（注２） NZ：ニュージーランド，SW：スウェーデン，FIN：フィンラン

ド，IRE：アイルランド
（資料） ソフトウェアを除くベースは OECD（２０００b），含むベースは，

Credit Suisse First Boston Securities（２０００）。

図１３－２ IT産業の名目 GDPウェイトの変化

（注１） ソフトウェアも含むベース。
（注２） SW：スウェーデン，FIN：フィンランド，IR：アイルランド
（資料） OECD（２０００b），Credit Suisse First Boston Securities（２０００）。
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高い水準となっている。一方，ドイツ，フラン

ス，イタリアなど欧州主要国では４％前後と相

対的に水準は低い。こうした傾向は，OECD

（２０００b）による推計（ソフトウェアを除く

ベース，９７年）でも同様にみられており，米国

やフィンランドにおいて IT産業のプレゼンス

が相対的に高いという結果が得られている。

次に，IT産業の対 GDP比率の変化（９５年→

９８年）をみると（図１３－２），米国でシェアが

高まっているが，スウェーデン，フィンランド，

アイルランドではそれ以上にシェアが大きく高

まっている。この間，日本や欧州主要国におけ

るシェアの高まりは限定的である。

こうした結果からは，IT産業の効率性向上

の観点では，米国のほか，スウェーデン，フィ

ンランド等の北欧諸国やアイルランドにおいて，

経済全体の生産性上昇への寄与が大きいと推察

され，とくに北欧諸国においては，米国以上に

IT産業の効率性向上が生産性を押し上げてい

る可能性があると言えよう２１）。

Ⅵ－２．ITストックの蓄積（Capital Deepen-

ing）

第２に ITストックの蓄積動向について比較

を行う２２）。まず，Daveri（２０００）に基づき，IT

投資の対 GDP比率を各国比較してみると（図

１４－１），米国や北欧諸国と並んで，英国，カ

ナダ，オーストラリアなどのウェイトの高さが

目立っている。すなわち，英国，オーストラリ

ア等では，９７年時点で IT投資が名目 GDPの

４％近傍にまで達しているほか，米国，カナダ，

ニュージーランド等でも，同比率は３．５％と比

較的高い。さらに，IT投資／GDP比率の変化

（９２年から９７年への変化）をみると（図１４－

２），英国，カナダ，オーストラリアなど英語

圏諸国で大きく高まっていることが特徴的であ

る。この間，日本については，レベル，変化と

もにドイツ，フランス，イタリアなど同比率の

低い欧州主要国と同比率の高い英語圏諸国の

中間程度に位置している。なお，Schreyer

（２０００）も，G７諸国を対象とした推計（ソフ

トウェア等を除くベース）を行っているが，こ

れによると，実質 IT投資の伸びや IT投資／設

備投資比率のいずれの点でも，米国，英国，カ

ナダが他国をリードしているとの結果となって

いる２３）。

こうした IT投資についての格差を反映して，

ITストック（ITストック／資本ストック比

率）についてみても（図１５），米国が他国を大

きくリードしているほか，英国，カナダについ

ても，同比率が比較的高いという結果が得られ

ている。

次に，こうして算出された ITストックの

データを基に，スタンダードな成長会計分析を

用いて計算された，ITストックの実質 GDP成

２１）なお，上述したように，IT産業のウェイトの高まりがマクロの生産性上昇にプラスの寄与をするためには，
IT産業自体の効率性が他の産業よりも高いと仮定する必要がある。この点について，IT関連財の価格動向を
用いて確認すると，コンピュータ関連財については，米国のみならず，他の先進諸国でも同程度（平均前年
比▲２０～▲２５％）の価格下落がみられており，総じて IT産業の効率性が高いことを示唆している（米国▲
２３．６％，日本▲２５．９％，ドイツ▲２３．１％，フランス▲２２．９％，イタリア▲１９．６％，英国▲２１．４％，カナダ▲
２３．１％，いずれも９６年～９７年平均）。

２２）ITストックを国際比較するためには，民間調査機関等が公表している各国の名目 IT関連支出のデータを
基に，そのうち設備投資の部分を推計し，適切なデフレートを施したあと，償却率，除却率を推計すると
いったプロセスを経ることになる。本稿で主に言及する Schreyer（２０００），Daveri（２０００）は，いずれもこう
した手法により，ITストックを推計している。なお，こうしたプロセスにおける最初のステップである名目
IT関連支出については，いずれも，WITSA（World Information Technology and Services Alliance）ないし，
IDC（International Data Corporation）による集計データに基づいている。

２３）Schreyer（２０００）による IT投資／設備投資比率（９６年）は，米国１９．９％，日本８．１％，ドイツ１０．９％，フラ
ンス１０．９％，イタリア９．６％，英国１８．３％，カナダ１６．２％。
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長率に対する寄与度をみると（図１６－１），

Schreyer（２０００）では（ソフトウェア・ストッ

ク等を除くベース），G７の中で米国が年率＋

０．４％と最も高いほか，カナダ，英国が＋０．３％

程度とそれに続く形となっている。また，ソフ

トウェア・ストックを推計し，かつ対象国のカ

バレッジが広い Daveri（２０００）による推計結果

をみても（９１年～９７年平均，図１６－２），IT投

資／GDP比率の高まっている米・英・オース

トラリア等では，年率＋０．７％程度の高い寄与

となっている２４）。反面，ドイツ，フランス，ス

ペイン，イタリアなどの欧州主要国では，寄与

度が＋０．３～＋０．４％にとどまっており，ITス

トックの Deepeningという要因だけで，米国な

どの先端国とは＋０．３～＋０．４％ポイント程度の

成長率格差が説明できるという結果が得られて

２４）なお，９６～９７年だけを取り出してみると，全体として成長への寄与は高まっているが，英語圏諸国と欧州
主要国との間の寄与度格差については＋０．５％ポイント程度と一段と拡大している。

図１４－１ IT投資の対名目 GDP比率（９７年）

（資料） Daveri（２０００）

図１４－２ IT投資の対名目 GDP比率の変化（９２年→９７年）

（資料） Daveri（２０００）
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いる。なお，日本については，ドイツ・フラン

ス等よりも寄与度は若干高いものの，寄与度は

＋０．５％程度である。

このように，ITストックの蓄積という観点

からは，米国のほかに，英国，オーストラリア，

カナダなど英語圏の国々において，実質 GDP

成長率ないし，労働生産性に対する寄与度が高

いと結論付けることができよう。

Ⅵ－３．シナジー効果（ITユーザーの TFP上

昇）

第３の点は，ITストックの蓄積がその他の

資本ストックや労働力に及ぼすシナジー効果の

部分である。通常，こうした効果は，ITユー

ザーの TFP上昇として計測されるが，ITユー

ザーの TFPについて国際比較可能なデータが

限られているため，ここでは，経済全体の TFP

動向について国際比較を行い，ITストックの

蓄積と TFPとの関連について考察する。

まず，Bassanini, Scarpetta and Visco（２０００）

の計測に基づき，９０年代の主要先進国の TFP

上昇率を８０年代と比較してみると（図１７），日

本や欧州主要国では顕著に減速している一方で，

米国，オーストラリアなど英語圏諸国および北

欧諸国で伸びが高まっている。なお，同様に９０

年代後半（９５年～９８年平均）について８０年代と

比較してみたが，こうした傾向には特に変化は

みられていない。

ここで注意すべきは，TFP上昇率格差は，IT

産業のプレゼンスの違い（IT産業は TFP上昇

率が高いため，IT産業のウェイトが高い国は

マクロの TFP上昇率も高い）が影響している

可能性もある。そこで，IT産業のウェイトの

変化と TFP上昇率の変化を比較してみると

（図１８），確かに，米国，スウェーデン，フィ

ンランドなど IT産業のウェイトが大きく高

まっている国では，TFP上昇率も高く，逆に

IT産業比率の上昇が相対的に低い国々では，

TFP上昇率は総じて鈍化しているという傾向が

窺われる。この点は，IT産業自体の TFP上昇

が全体の TFP上昇に少なからず寄与している

可能性を示しており，Ⅵ－１でみた結果とも整

合的である。もっとも，TFP上昇率が高まって

いるグループや鈍化しているグループそれぞれ

についてさらに詳しくみると，IT産業比率の

変化と TFP上昇率の変化の間の相関関係は必

ずしも明確ではない。例えば，TFP上昇率が鈍

化しているグループをみると，スペインなど

IT産業比率が比較的上昇している国でも，TFP

上昇率は大きく鈍化しているといった例が見受

けられる。したがって，IT産業のプレゼンス

図１５ ITストックの資本ストックに占めるウェイト

（注） ITストックにはソフトウェア等は含まれない。
（資料） Schreyer（２０００）
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だけが TFP上昇率格差の要因とは考え難い。

次に，ITユーザー・サイドにおける相違を

確認するために，TFP上昇率の変化と IT投資

／GDP比率の変化を比較すると（図１９），両者

には明確な正の相関関係がみられる。すなわち，

オーストラリア，カナダなど IT投資／GDP比

率が大きく上昇している国では，TFP上昇率も

加速している一方で，スペイン，オランダ，フ

ランスなど IT投資比率が然程変化していない

国々では，TFP上昇率は鈍化している。なお，

日本については，両者のほぼ中間に位置してい

る。

こうした観察結果は，ITストックの蓄積度

合いの違いが，経済全体，特に ITユーザーの

TFPの動向に大きな影響を与えている可能性を

示すものである。すなわち，国際的にみても，

ITストックの蓄積が進んでいる国ほど，TFP

上昇率が高いという事実は，ITストックの蓄

積が，ネットワーク外部性の発揮やサーチコス

トの低下による経済取引の効率性向上等を通じ

て，生産性上昇をもたらしていることを示して

いる。言い換えれば，ITストックが実際にシ

ナジー効果を持つ可能性を示すものと考えられ

る。特に，オーストラリア，カナダなどの英語

図１６－１ ITストックの成長に対する寄与（１）

（注） ITストックにはソフトウェア等は含まれない。
（資料） Schreyer（２０００）

図１６－２ ITストックの成長に対する寄与（２）

（注） ソフトウェア等も含む。
（資料） Daveri（２０００）
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圏諸国では，ITストックの蓄積が Capital

Deepeningを通じて経済の供給力を引き上げて

いるだけでなく，シナジー効果を通じた TFP

上昇というルートでも，生産性上昇率の高まり

に寄与している部分が大きいことを示している

と言える２５）。

２５）なお，Board of Governors of the Federal Reserve System（２０００）では，本稿と同様に先進諸国の労働生産性
について国際比較を行っている。そこでは，各国の労働生産性上昇率格差（特に米国が相対的に高い）の背
景として，①景気循環の違い，②統計の精度の違い，③デフレータ作成方法の違い，についてそれぞれ検証
したが，これらの要因だけで，格差を十分説明できないとしている。その上で，技術革新など，構造的な要
因が生産性上昇率格差の背景にあるとの結論を得ている。

図１７ 先進主要国の TFP（８０年代と９０年代の比較）

（資料） Bassanini, Scarpetta and Visco（２０００）

図１８ TFPと IT産業プレゼンスとの相関関係

（注） IT産業比率は，IT産業の付加価値の名目 GDPに占める割合。
（資料） Bassanini, Scarpetta and Visco（２０００），Credit Suisse First Boston

Securities（２０００）
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それでは，米国も含めて英語圏諸国では，IT

ストックの蓄積が進んでいる一方で，欧州主要

国や日本においては，こうした IT化の進展が

みられない背景は何であろうか。この点につい

ては，各国毎の規制の程度や労働市場の柔軟性

の違いがその背景にあるとしばしば指摘されて

いる２６）。そこで，TFP上昇率の変化と，各国の

規制度合い（財市場および労働市場の規制の存

在を点数化したもの２７））を比較した（図２０）。

この結果をみると，概ね両者には逆相関が観察

され，規制の弱い国ほど，TFP上昇率が高いこ

とが分かる２８）。

こうした相関関係のみから規制と TFP上昇

の相互作用を導き出すことは難しいが，TFP上

昇率の高い国では，概して IT投資／GDP比率

が高いという上記結果と，こうした国では，そ

もそも財市場，労働市場の規制が緩い（逆に

IT投資／GDP比率や TFP上昇率が低い国では

規制が強い）という結果を併せて考えると，規

制の強弱によって IT投資の効果が異なるとい

うより，むしろ規制の強い国では，企業間競争

が低調で IT投資を行うインセンティブが沸き

上がりにくく，それが TFPを押し上げない結

果となっていると解釈することができよう２９）。

以上の国際比較を整理すると，IT産業の成

長，ユーザー・サイドにおける ITストック蓄

積のいずれの点でも，国際的にみて米国はほぼ

先端に位置していると言える。中でも，ITス

トックの蓄積が進んでいることは，他の英語圏

諸国（オーストラリア，カナダ等）と同様に，

２６）齋藤（２０００a）など。また，グリーンスパン FRB議長も，講演等の場で，労働市場の柔軟性の違いが，日
・欧と米国における労働生産性の違いとして重要である旨指摘している。

２７）規制の各国比較については，Nicoletti, Scarpetta and Boylaud（１９９９）による。
２８）なお，ノルウェー，スウェーデン，フィンランドなどの北欧諸国は，IT産業の成長が TFP上昇に寄与して
おり，規制との関係は然程強くないと考えられる。実際，こうした北欧諸国を除外してみると，図２０に示し
た規制度合いと TFPとの関係はより明確になる。

２９）なお，この点についてより直接的なエビデンスとしては，インターネットの普及と通信コストに負の関係
がみられている点も挙げられよう。例えば，OECD（２０００a）では，インターネットの利用コストとインター
ネット・ホスト数との間には明確な負の相関がみられることを指摘しており，規制の強弱が IT投資のレベル
に影響を与え，それが結果的に TFP拡大に繋がるというルートの存在を示す一つの証左と考えられる。

図１９ TFPと IT投資比率との相関関係

（注） IT投資比率は，IT投資／GDP比率
（資料） Bassanini, Scarpetta and Visco（２０００）, Daveri（２０００）
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Capital Deepening効果だけでなく，他の資本ス

トックや労働力との間のシナジー効果も通じて

労働生産性上昇率に対して大きなプラスとして

働いているとみられる。この点が，米国と，わ

が国や欧州主要国（ドイツ，フランス，イタリ

ア等）との大きな違いである。このように，①

IT化と生産性との正の相関が国際的にみても

確認される，②IT化の進展は米国で大きく進

んでいる，という統計的事実は，米国における

ITの生産性押し上げ効果の高さを国際比較の

観点から裏付けていると言えよう。

図２０－１ TFPと財市場の規制度合いとの相関関係

図２０－２ TFPと労働市場の規制度合いとの相関関係

（資料） Bassanini, Scarpetta and Visco（２０００），Nicoletti, Scarpetta and
Boylaud（１９９９）
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Ⅶ．おわりに

以上，米国における労働生産性動向とそれに

対する ITの寄与について，主として時系列で

みた動向，業種別の動向，国際比較の観点から

分析を行った。こうした分析を通じて明らかに

なった点を改めて整理すると以下のとおりであ

る。

① ９０年代後半以降の生産性上昇率の高まり

は，ITストックが急速に積み上がる時期

で生じている。

② 業種別にみても，ITストックの資本ス

トックに占める割合が増加している業種ほ

ど，TFP上昇率の高まりも大きい。これは，

ITストックが実際にシナジー効果を発揮

していることを示唆している。

③ 先進国を対象に国際比較を行ったところ，

IT化の進んでいる国ほど，労働生産性上

昇率や TFP上昇率が高いという結果が得

られる。米国は，IT産業のプレゼンス，

ITストック蓄積のいずれの観点でも，世

界のほぼ先端に位置しており，これが高い

生産性上昇率をもたらした背景とみられる，

また，米国も含め，IT化が進み，高い生

産性上昇を達成している国では，財・労働

市場の規制が緩いという関係が見出せる。

こうした米国における経験から得られる，わ

が国に対するインプリケーションとしては，①

IT産業の拡大だけで，マクロ経済全体の成長

を押し上げ続けるには限界があり，ITのユー

ザー・サイドへの広がりが重要であること，②

犠牲を払ってでも，ITを取り入れようとする

競争的インセンティブが十分でないと，経済成

長に貢献するような IT化は進まない，という

点であろう。

特に，②の競争的インセンティブを引き出す

環境についてより具体的に整理すると以下の３

点が指摘できる。すなわち，①IT関連事業を

成功させるためには，そのリスク・リターンの

大きさを的確に見極めることが重要であり，そ

のためにコスト削減と比較優位な分野を絞り込

む企業統治（コーポレート・ガバナンス）を砥

ぎ澄ますこと，②リスキーでも成長性の高い

IT投資へ効率良く資金を供給できるように，

金融資本市場の競争的環境を整備・向上するこ

と，③そうした競争環境の下で，限られた資本

と労働を有効に活用する大胆な事業再構築（リ

ストラクチャリング），業務プロセスの再設計

（リエンジニアリング）を進展させることが極

めて重要であるという点である。

まず，①の企業統治について米国では，株主

重視の経営が徹底され，コスト削減に寄与する

施策を怠ることができない。９０年代を通じて価

格下落が続くコンピューターやその周辺機器・

ソフトウェア等を導入することにより，不断に

省力化が推進されてきた。一方，わが国でも最

近に至って株主重視の経営に傾斜しつつある

が３０），なお債権者，顧客，従業員といった他の

利害関係者へも少なからず配慮している結果３１），

企業部門の再編や雇用削減などの取り組みが緩

慢であり，IT投資を増大させても企業の生産

性を劇的に上昇させる事例が少ない。グローバ

ル・コンペティションが先進国間のみならず，

東アジアなども含めて内外競争を一段と激化さ

３０）この点については，前田，吉田（１９９９）。
３１）例えば，Gibson（１９９８）では，日本の企業統治構造の特色として，①企業経営者は，株主よりも内部

stakeholdersの利益を重視していること，②機関投資家のプレゼンスが小さいこと，③企業管理のための市場
（敵対的な企業買収市場）が欠如していることを指摘している。
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せつつあることから，わが国企業経営もより効

率化することが求められている。株主重視の経

営を行なう中では，ITも含めて，投資案件を

適切な評価に基づいて採否し，その経営判断に

関して社外へ説明すること（アカウンタビリテ

ィ）が一段と重要となってこよう。

②の資金調達については，資本市場が発達し

ていた米国においても，問題がなかった訳では

ない。元来，熟成期間の長い研究開発投資や，

規模の経済が働く通信関連事業等においては，

確定した利払いの形態をとる債務での資金調達

が難しいといわれ３２），過小投資に陥らないため

には円滑に増資できる資本市場が欠かせない。

とりわけベンチャー事業については，その高い

リスクを投資家の間に分散投資させる仕組みが

必要となる。米国では，積極的な起業を促す経

営風土に加え，未上場証券市場が活性化し，投

資減税等の税制が整備されるにつれて，資本市

場が一段と競争的になってきた。その結果，ベ

ンチャー・キャピタル等によるリスク資本の供

給が単に増大するだけではなく，少しでもリ

ターンが高くリスクが小さい案件に向かうよう

に，より効率的になり，これが更なる新技術の

事業化に繋がる好循環が実現している。

こうした米国の変革を眺めて，欧州では単一

通貨ユーロの導入と歩を合わせて店頭市場が新

設・拡充され，わが国でも同じような潮流の

真っ只中にある。もっとも，株式取引の枠組み

だけを一新するだけでは，必ずしもリスク資本

を効率良く仲介できるとは限らない３３）。とりわ

けわが国の場合には，不良債権問題により銀行

・証券会社の資金とリスク情報の仲介機能が低

下したことが，IT投資等のハイ・リスク案件

への資金供給を低調にし，マクロ経済全体とし

ても生産性上昇に繋がり得る機会を十分活かす

ことができなかったとみられ，この面からも金

融機関全般の経営改善と競争力向上が急務であ

る。また，金融関連税制の見直しや実効性の挙

がる会計システムの整備等も，資金仲介の円滑

化には必要である。

また，③の事業再構築（リストラクチャリン

グ），業務プロセスの再設計（リエンジニアリ

ング）について米国企業では，IT関連の技術

・資本ストックを増やす一方で，競争優位の事

業に経営を特化し，伝統的な機械設備や労働力

を節約する事業転換に取り組んできた。また，

IT技術を最大限利用できるように業務プロセ

スを絶えず変更させてきた。これに対して，わ

が国や欧州の企業は米国ほどには大胆な経営転

換を断行できないといわれてきた。わが国企業

の中にはリストラ断行に必要な資金さえも捻出

できないために，経営転換が後手に回るといっ

た事例も指摘されるが，基本的には，従業員

カット等の労働力の調整や，企業買収に対する

抵抗がなお強いといった社会的な事情が背景に

ある。労働市場の硬直性は，技術革新の浸透に

より興隆著しい分野への労働力の移動を妨げ，

経済のダイナミズムを削いでいる一因と考えら

れる。情報ネットワークの拡充や社内事務の外

注化（アウトソーシング）に伴って，仕事の専

門性も高度化する方向にあり，労働供給側でも

こうした要請に応えるスキル・アップが必要と

なっている。また，ITを駆使した新しい分野

に進出するためには，当該分野に精通した経営

者に交替することも選択肢となり，企業買収は

排除されるべきではない。このように，情報化

時代に相応しい最適な資源（労働，資本，技術

知識）の配分ができるように，経営者と従業員

の各々で旧弊に囚われない大胆な取り組みが求

められ，わが国でもそうした変革を受け入れる

３２）理論的にはMyers（１９７７）が問題提起し，櫻庭（１９８７）の実証研究がある。
３３）例えばわが国のベンチャー・キャピタルは歴史が長いが，これまでのところ，一定以上の信用度を確立し
た企業ばかりに資金の過半が振り向けられ，起業直後の段階では資金がほとんど回っていかなかった。また，
最近のベンチャー企業の株式公開促進を巡る動きについても，佐賀（２０００）が幾つかの問題点を指摘してい
る。
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社会風土に移行しつつあるように窺われる。

以上の３点は，企業経営を革新していく上で，

避けて通れない構造変革であり，前述したよう

に，米国でも９０年代前半にみられたものである。

わが国や欧州においても，米国の過去十年の経

験から，IT投資を起点に，企業の経営効率を

高め，経済全体の生産性上昇を高めていくプロ

セスを学ぶことができよう。
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